
乗客予約記録（PNR） 関連法令集 

 

１．関税法（抜粋） 

 

（入港手続） 

第十五条 

１２ 税関長は、第六十九条の十一（輸入してはならない貨物）その他のこの

法律の規定の実施を確保するため必要があると認めるときは、税関空港に入港

しようとする外国貿易機であつて旅客が搭乗するもの（航空法（昭和二十七年

法律第二百三十一号）第百条第一項（許可）、第百二十九条第一項（外国人国

際航空運送事業）又は第百三十条の二（本邦内で発着する旅客等の運送）の許

可を受けた者（以下「航空運送事業者」という。）が運航するものに限る。）

の運航者その他財務省令で定める者に対し、当該外国貿易機の入港の前に、当

該外国貿易機に係る予約者（航空券の予約をした者をいう。以下同じ。）、当

該予約者に係る予約の内容、当該予約者の携帯品及び当該予約者が当該外国貿

易機に搭乗するための手続に関する事項で政令で定めるものを報告することを

求めることができる。 

１３ 前項の規定により報告を求められた者は、政令で定めるところにより、

当該報告をしなければならない。 

１４ 第一項の規定による報告（積荷に関する事項の報告を除く。）、第二項

の規定による書面の提出（積荷に関する事項に係る書面の提出を除く。）、第

七項から第九項まで若しくは前項の規定による報告又は第十項の規定による書

面の提出は、電子情報処理組織を使用して行わなければならない。ただし、電

気通信回線の故障その他の事由により電子情報処理組織を使用してこれらの報

告又は書面の提出を行うことができない場合として財務省令で定める場合は、

この限りでない。 

 

（特殊船舶等の入港手続） 

第十五条の三 

４ 税関長は、第六十九条の十一（輸入してはならない貨物）その他のこの法

律の規定の実施を確保するため必要があると認めるときは、税関空港に入港し

ようとする特殊航空機（特殊船舶等のうち航空機であるものをいう。以下同じ。）

であつて旅客が搭乗するもの（航空運送事業者が運航するものに限る。）の運

航者その他財務省令で定める者に対し、当該特殊航空機の入港の前に、当該特

殊航空機に係る予約者、当該予約者に係る予約の内容、当該予約者の携帯品及



び当該予約者が当該特殊航空機に搭乗するための手続に関する事項で政令で定

めるものを報告することを求めることができる。 

５ 前項の規定により報告を求められた者は、政令で定めるところにより、当

該報告をしなければならない。 

６ 第一項若しくは前項の規定による報告又は第二項の規定による書面の提出

は、電子情報処理組織を使用して行わなければならない。ただし、電気通信回

線の故障その他の事由により電子情報処理組織を使用して当該報告又は書面の

提出を行うことができない場合として財務省令で定める場合は、この限りでな

い。 

 

（出港手続） 

第十七条  

３ 税関長は、第六十九条の二（輸出してはならない貨物）その他のこの法律

の規定の実施を確保するため必要があると認めるときは、税関空港を出港しよ

うとする外国貿易機であつて旅客が搭乗するもの（航空運送事業者が運航する

ものに限る。）の運航者その他財務省令で定める者に対し、当該外国貿易機の

出港の前に、当該外国貿易機に係る予約者、当該予約者に係る予約の内容、当

該予約者の携帯品及び当該予約者が当該外国貿易機に搭乗するための手続に関

する事項で政令で定めるものを報告することを求めることができる。 

４ 前項の規定により報告を求められた者は、政令で定めるところにより、当

該報告をしなければならない。 

５ 第一項後段の規定による書面の提出（積荷に関する事項に係る書面の提出

を除く。）又は前項の規定による報告は、電子情報処理組織を使用して行わな

ければならない。ただし、電気通信回線の故障その他の事由により電子情報処

理組織を使用して当該書面の提出又は報告を行うことができない場合として財

務省令で定める場合は、この限りでない。 

 

（特殊船舶等の出港手続） 

第十七条の二 

２ 税関長は、第六十九条の二（輸出してはならない貨物）その他のこの法律

の規定の実施を確保するため必要があると認めるときは、税関空港を出港しよ

うとする特殊航空機であつて旅客が搭乗するもの（航空運送事業者が運航する

ものに限る。）の運航者その他財務省令で定める者に対し、当該特殊航空機の

出港の前に、当該特殊航空機に係る予約者、当該予約者に係る予約の内容、当

該予約者の携帯品及び当該予約者が当該特殊航空機に搭乗するための手続に関

する事項で政令で定めるものを報告することを求めることができる。 



３ 前項の規定により報告を求められた者は、政令で定めるところにより、当

該報告をしなければならない。 

４ 第一項後段の規定による書面の提出又は前項の規定による報告は、電子情

報処理組織を使用して行わなければならない。ただし、電気通信回線の故障そ

の他の事由により電子情報処理組織を使用して当該書面の提出又は報告を行う

ことができない場合として財務省令で定める場合は、この限りでない。 

 

（不開港への出入） 

第二十条 

３ 税関長は、第六十九条の二（輸出してはならない貨物）、第六十九条の十

一（輸入してはならない貨物）その他のこの法律の規定の実施を確保するため

必要があると認めるときは、不開港に入港し、又は不開港を出港しようとする

外国貿易機であつて旅客が搭乗するもの（航空運送事業者が運航するものに限

る。）の運航者その他財務省令で定める者に対し、当該外国貿易機の入港又は

出港の前に、当該外国貿易機に係る予約者、当該予約者に係る予約の内容、当

該予約者の携帯品及び当該予約者が当該外国貿易機に搭乗するための手続に関

する事項で政令で定めるものを報告することを求めることができる。 

４ 前項の規定により報告を求められた者は、政令で定めるところにより、当

該報告をしなければならない。 

５ 前項の規定による報告は、電子情報処理組織を使用して行わなければなら

ない。ただし、電気通信回線の故障その他の事由により電子情報処理組織を使

用して当該報告を行うことができない場合として財務省令で定める場合は、こ

の限りでない。 

 

（特殊船舶等の不開港への出入） 

第二十条の二 

５ 税関長は、第六十九条の二（輸出してはならない貨物）、第六十九条の十

一（輸入してはならない貨物）その他のこの法律の規定の実施を確保するため

必要があると認めるときは、不開港に入港し、又は不開港を出港しようとする

特殊航空機であつて旅客が搭乗するもの（航空運送事業者が運航するものに限

る。）の運航者その他財務省令で定める者に対し、当該特殊航空機の入港又は

出港の前に、当該特殊航空機に係る予約者、当該予約者に係る予約の内容、当

該予約者の携帯品及び当該予約者が当該特殊航空機に搭乗するための手続に関

する事項で政令で定めるものを報告することを求めることができる。 

６ 前項の規定により報告を求められた者は、政令で定めるところにより、当

該報告をしなければならない。 



７ 第一項若しくは前項の規定による報告又は第二項若しくは第四項後段の規

定による書面の提出は、電子情報処理組織を使用して行わなければならない。

ただし、電気通信回線の故障その他の事由により電子情報処理組織を使用して

当該報告又は書面の提出を行うことができない場合として財務省令で定める場

合は、この限りでない。 

 

２．関税法施行令（抜粋） 

 

（外国貿易機の入港手続） 

第十三条 

５ 法第十五条第十二項に規定する政令で定める事項は、次の各号に掲げる事

項の区分に応じ、当該各号に定める事項（これらの事項が変更されたものであ

るときは、変更される前の内容を含む。）とする。 

一 予約者（法第十五条第十二項に規定する予約者をいう。以下同じ。）に関

する事項 氏名、国籍、生年月日、性別、旅券の番号、発行年月日及び有効期

間満了の日、出発地並びに最終目的地その他財務省令で定める事項 

二 予約者に係る予約の内容に関する事項 予約が行われた年月日、当該予約

に係る航空券の番号、発行年月日、発行場所及び支払方法、座席の位置を示す

番号（以下「座席番号」という。）、航空機の旅客運賃の等級、当該予約者の

旅行の日程、当該予約に係る他の予約者の氏名、当該予約に係る旅行業者（旅

行業法（昭和二十七年法律第二百三十九号）第六条の四第一項（変更登録等）

に規定する旅行業者をいう。以下同じ。）があるときはその名称並びに当該予

約者の国内における居所及び連絡先その他財務省令で定める事項 

三 予約者の携帯品に関する事項 予約者が搭乗する外国貿易機に積み込むも

のとして航空運送事業者（法第十五条第十二項に規定する航空運送事業者をい

う。以下同じ。）が受託した携帯品の個数及び重量その他財務省令で定める事

項 

四 予約者が外国貿易機に搭乗するための手続に関する事項 搭乗するための

手続をした時刻その他財務省令で定める事項 

６ 法第十五条第十三項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項の区分に

応じ、当該各号に定める時までに行わなければならない。 

一 前項第一号及び第二号に定める事項 法第十五条第十二項の規定による税

関長の求めがあつた時から六十分を経過する時 

二 前項第三号及び第四号に定める事項 法第十五条第十二項の規定による税

関長の求めがあつた時から三十分を経過する時 

 



（特殊船舶等の入港手続） 

第十四条 

８ 法第十五条の三第四項に規定する政令で定める事項は、次の各号に掲げる

事項の区分に応じ、当該各号に定める事項（これらの事項が変更されたもので

あるときは、変更される前の内容を含む。）とする。 

一 予約者に関する事項 氏名、国籍、生年月日、性別、旅券の番号、発行年

月日及び有効期間満了の日、出発地並びに最終目的地その他財務省令で定める

事項 

二 予約者に係る予約の内容に関する事項 予約が行われた年月日、当該予約

に係る航空券の番号、発行年月日、発行場所及び支払方法、座席番号、航空機

の旅客運賃の等級、当該予約者の旅行の日程、当該予約に係る他の予約者の氏

名、当該予約に係る旅行業者があるときはその名称並びに当該予約者の国内に

おける居所及び連絡先その他財務省令で定める事項 

三 予約者の携帯品に関する事項 予約者が搭乗する特殊航空機（法第十五条

の三第四項に規定する特殊航空機をいう。以下同じ。）に積み込むものとして

航空運送事業者が受託した携帯品の個数及び重量その他財務省令で定める事項 

四 予約者が特殊航空機に搭乗するための手続に関する事項 搭乗するための

手続をした時刻その他財務省令で定める事項 

９ 法第十五条の三第五項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項の区分

に応じ、当該各号に定める時までに行わなければならない。 

一 前項第一号及び第二号に定める事項 法第十五条の三第四項の規定による

税関長の求めがあつた時から六十分を経過する時 

二 前項第三号及び第四号に定める事項 法第十五条の三第四項の規定による

税関長の求めがあつた時から三十分を経過する時 

 

（外国貿易船等の出港届の記載事項等） 

第十六条 

４ 法第十七条第三項に規定する政令で定める事項は、次の各号に掲げる事項

の区分に応じ、当該各号に定める事項（これらの事項が変更されたものである

ときは、変更される前の内容を含む。）とする。 

一 予約者に関する事項 氏名、国籍、生年月日、性別、旅券の番号、発行年

月日及び有効期間満了の日、出発地並びに最終目的地その他財務省令で定める

事項 

二 予約者に係る予約の内容に関する事項 予約が行われた年月日、当該予約

に係る航空券の番号、発行年月日、発行場所及び支払方法、座席番号、航空機

の旅客運賃の等級、当該予約者の旅行の日程、当該予約に係る他の予約者の氏



名、当該予約に係る旅行業者があるときはその名称並びに当該予約者の国内に

おける居所及び連絡先その他財務省令で定める事項 

三 予約者の携帯品に関する事項 予約者が搭乗する外国貿易機に積み込むも

のとして航空運送事業者が受託した携帯品の個数及び重量その他財務省令で定

める事項 

四 予約者が外国貿易機に搭乗するための手続に関する事項 搭乗するための

手続をした時刻その他財務省令で定める事項 

５ 法第十七条第四項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項の区分に応

じ、当該各号に定める時までに行わなければならない。 

一 前項第一号及び第二号に定める事項 法第十七条第三項の規定による税関

長の求めがあつた時から六十分を経過する時 

二 前項第三号及び第四号に定める事項 法第十七条第三項の規定による税関

長の求めがあつた時から三十分を経過する時 

 

（不開港出入の許可の申請等） 

第十八条 

４ 法第二十条第三項に規定する政令で定める事項は、次の各号に掲げる事項

の区分に応じ、当該各号に定める事項（これらの事項が変更されたものである

ときは、変更される前の内容を含む。）とする。 

一 予約者に関する事項 氏名、国籍、生年月日、性別、旅券の番号、発行年

月日及び有効期間満了の日、出発地並びに最終目的地その他財務省令で定める

事項 

二 予約者に係る予約の内容に関する事項 予約が行われた年月日、当該予約

に係る航空券の番号、発行年月日、発行場所及び支払方法、座席番号、航空機

の旅客運賃の等級、当該予約者の旅行の日程、当該予約に係る他の予約者の氏

名、当該予約に係る旅行業者があるときはその名称並びに当該予約者の国内に

おける居所及び連絡先その他財務省令で定める事項 

三 予約者の携帯品に関する事項 予約者が搭乗する外国貿易機に積み込むも

のとして航空運送事業者が受託した携帯品の個数及び重量その他財務省令で定

める事項 

四 予約者が外国貿易機に搭乗するための手続に関する事項 搭乗するための

手続をした時刻その他財務省令で定める事項 

５ 法第二十条第四項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項の区分に応

じ、当該各号に定める時までに行わなければならない。 

一 前項第一号及び第二号に定める事項 法第二十条第三項の規定による税関

長の求めがあつた時から六十分を経過する時 



二 前項第三号及び第四号に定める事項 法第二十条第三項の規定による税関

長の求めがあつた時から三十分を経過する時 

 

（特殊船舶等の不開港への入出港手続） 

第十八条の二 

１０ 法第二十条の二第五項に規定する政令で定める事項は、次の各号に掲げ

る事項の区分に応じ、当該各号に定める事項（これらの事項が変更されたもの

であるときは、変更される前の内容を含む。）とする。 

一 予約者に関する事項 氏名、国籍、生年月日、性別、旅券の番号、発行年

月日及び有効期間満了の日、出発地並びに最終目的地その他財務省令で定める

事項 

二 予約者に係る予約の内容に関する事項 予約が行われた年月日、当該予約

に係る航空券の番号、発行年月日、発行場所及び支払方法、座席番号、航空機

の旅客運賃の等級、当該予約者の旅行の日程、当該予約に係る他の予約者の氏

名、当該予約に係る旅行業者があるときはその名称並びに当該予約者の国内に

おける居所及び連絡先その他財務省令で定める事項 

三 予約者の携帯品に関する事項 予約者が搭乗する特殊航空機に積み込むも

のとして航空運送事業者が受託した携帯品の個数及び重量その他財務省令で定

める事項 

四 予約者が特殊航空機に搭乗するための手続に関する事項 搭乗するための

手続をした時刻その他財務省令で定める事項 

１１ 法第二十条の二第六項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項の区

分に応じ、当該各号に定める時までに行わなければならない。 

一 前項第一号及び第二号に定める事項 法第二十条の二第五項の規定による

税関長の求めがあつた時から六十分を経過する時 

二 前項第三号及び第四号に定める事項 法第二十条の二第五項の規定による

税関長の求めがあつた時から三十分を経過する時 

 

３．関税法施行規則（抜粋） 

 

（税関空港に入港する外国貿易機に係る積荷に関する事項等の報告を要しない

場合等） 

第二条の三 

５ 令第十三条第五項各号に規定する財務省令で定める事項は、次の各号に定

めるものとする。 



一 令第十三条第五項第一号に規定する事項 予約者（法第十五条第十二項に

規定する予約者をいう。以下同じ。）が航空運送事業者（同項に規定する航空

運送事業者をいう。以下同じ。）の登録会員（航空運送事業者の提供する輸送

サービスを利用することで航空運送事業者から特典を受けることができるもの

として航空運送事業者に登録している会員をいう。以下同じ。）であるときは

その会員番号（当該登録会員であることを特定するために付された番号をいう。

以下同じ。）及び等級（当該予約者に係る予約に当該会員番号及び等級が記録

されている場合に限る。以下同じ。）その他参考となるべき事項 

二 令第十三条第五項第二号に規定する事項 予約番号（当該予約を特定する

ために付された番号をいい、当該予約が分割されたものであるときは、当該分

割前の予約を特定するために付された番号を含む。以下同じ。）、当該予約に

係る航空券の支払がクレジットカードで行われるときは当該クレジットカード

の番号及びその名義（当該予約に当該クレジットカードの番号及び名義が記録

されている場合に限る。以下同じ。）、当該予約が共同運送（運航者（法第十

五条第十二項に規定する運航者をいう。以下この条において同じ。）以外の航

空運送事業者が当該運航者と共同して行う運送であつて、当該運航者の提供す

る輸送サービスを使用して行うものをいう。以下この条において同じ。）に係

るものであるときは共同運送者（当該共同運送に係る運航者以外の航空運送事

業者をいう。次条において同じ。）の名称、当該予約に係る旅行業者（令第十

三条第五項第二号に規定する旅行業者をいう。以下同じ。）があるときはその

所在地並びに当該予約に係る外国旅行業者（外国において旅行業法（昭和二十

七年法律第二百三十九号）第二条第一項（定義）に規定する事業と同様の事業

を行う者をいう。以下同じ。）があるときはその名称及び所在地その他参考と

なるべき事項 

三 令第十三条第五項第三号に規定する事項 携帯品番号（予約者が搭乗する

外国貿易機に積み込むものとして航空運送事業者が受託した携帯品を特定する

ために付された番号をいう。第二条の九第三項第三号及び第二条の二十一第三

号において同じ。）その他参考となるべき事項 

四 令第十三条第五項第四号に規定する事項 搭乗手続番号（当該手続を管理

するために付された番号をいう。以下同じ。）その他参考となるべき事項 

 

（税関空港に入港しようとする外国貿易機に係る予約者等に関する事項の報告

者） 

第二条の四 法第十五条第十二項（入港手続）に規定する財務省令で定める者

は、共同運送者とする。 

 



（外国貿易船等の入港手続における電子情報処理組織の使用の特例） 

第二条の五 法第十五条第十四項ただし書（入港手続）に規定する財務省令で

定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由により電子情報処

理組織（電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭

和五十二年法律第五十四号）第二条第一号（定義）に規定する電子情報処理組

織をいう。以下同じ。）を使用して法第十五条第一項の規定による報告（積荷

に関する事項の報告を除く。）、同条第二項の規定による書面の提出（積荷に

関する事項に係る書面の提出を除く。）、同条第七項から第九項まで若しくは

第十三項の規定による報告又は同条第十項の規定による書面の提出を行うこと

ができないことについて税関長が認めた場合とする。 

 

（開港に入港する特殊船舶等に係る旅客に関する事項等の報告を要しない場合

等） 

第二条の六 

５ 令第十四条第八項各号に規定する財務省令で定める事項は、次の各号に定

めるものとする。 

一 令第十四条第八項第一号に規定する事項 予約者が航空運送事業者の登録

会員であるときはその会員番号及び等級その他参考となるべき事項 

二 令第十四条第八項第二号に規定する事項 予約番号、当該予約に係る航空

券の支払がクレジットカードで行われるときは当該クレジットカードの番号及

びその名義、当該予約が共同運送（運航者（法第十五条の三第四項に規定する

運航者をいう。以下この条において同じ。）以外の航空運送事業者が当該運航

者と共同して行う運送であつて、当該運航者の提供する輸送サービスを使用し

て行うものをいう。以下この条において同じ。）に係るものであるときは共同

運送者（当該共同運送に係る運航者以外の航空運送事業者をいう。次条におい

て同じ。）の名称、当該予約に係る旅行業者があるときはその所在地並びに当

該予約に係る外国旅行業者があるときはその名称及び所在地その他参考となる

べき事項 

三 令第十四条第八項第三号に規定する事項 携帯品番号（予約者が搭乗する

特殊航空機（法第十五条の三第四項に規定する特殊航空機をいう。以下同じ。）

に積み込むものとして航空運送事業者が受託した携帯品を特定するために付さ

れた番号をいう。第二条の十二第三号及び第二条の二十四第五項第三号におい

て同じ。）その他参考となるべき事項 

四 令第十四条第八項第四号に規定する事項 搭乗手続番号その他参考となる

べき事項 

 



（税関空港に入港しようとする特殊航空機に係る予約者等に関する事項の報告

者） 

第二条の七 法第十五条の三第四項（特殊船舶等の入港手続）に規定する財務

省令で定める者は、共同運送者とする。 

 

（特殊船舶等の入港手続における電子情報処理組織の使用の特例） 

第二条の八 法第十五条の三第六項ただし書（特殊船舶等の入港手続）に規定

する財務省令で定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由に

より電子情報処理組織を使用して同条第一項若しくは第五項の規定による報告

又は同条第二項の規定による書面の提出を行うことができないことについて税

関長が認めた場合とする。 

 

（出港の際に提出を求められる書面に係る記載の省略事項等） 

第二条の八 

３ 令第十六条第四項各号に規定する財務省令で定める事項は、次の各号に定

めるものとする。 

一 令第十六条第四項第一号に規定する事項 予約者が航空運送事業者の登録

会員であるときはその会員番号及び等級その他参考となるべき事項 

二 令第十六条第四項第二号に規定する事項 予約番号、当該予約に係る航空

券の支払がクレジットカードで行われるときは当該クレジットカードの番号及

びその名義、当該予約が共同運送（運航者（法第十七条第三項に規定する運航

者をいう。以下この条において同じ。）以外の航空運送事業者が当該運航者と

共同して行う運送であつて、当該運航者の提供する輸送サービスを使用して行

うものをいう。以下この条において同じ。）に係るものであるときは共同運送

者（当該共同運送に係る運航者以外の航空運送事業者をいう。次条において同

じ。）の名称、当該予約に係る旅行業者があるときはその所在地並びに当該予

約に係る外国旅行業者があるときはその名称及び所在地その他参考となるべき

事項 

三 令第十六条第四項第三号に規定する事項 携帯品番号その他参考となるべ

き事項 

四 令第十六条第四項第四号に規定する事項 搭乗手続番号その他参考となる

べき事項 

 

（税関空港を出港しようとする外国貿易機に係る予約者等に関する事項の報告

者） 



第二条の十 法第十七条第三項（出港手続）に規定する財務省令で定める者は、

共同運送者とする。 

 

（外国貿易船等の出港手続における電子情報処理組織の使用の特例） 

第二条の十一 法第十七条第五項ただし書（出港手続）に規定する財務省令で

定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由により電子情報処

理組織を使用して同条第一項後段の規定による書面の提出（積荷に関する事項

に係る書面の提出を除く。）又は同条第四項の規定による報告を行うことがで

きないことについて税関長が認めた場合とする。 

 

（税関空港を出港しようとする特殊航空機に係る予約者等に関する事項） 

第二条の十二 令第十六条の二第三項各号（特殊船舶等の出港届の記載事項等）

に規定する財務省令で定める事項は、次の各号に定めるものとする。 

一 令第十六条の二第三項第一号に規定する事項 予約者が航空運送事業者の

登録会員であるときはその会員番号及び等級その他参考となるべき事項 

二 令第十六条の二第三項第二号に規定する事項 予約番号、当該予約に係る

航空券の支払がクレジットカードで行われるときは当該クレジットカードの番

号及びその名義、当該予約が共同運送（運航者（法第十七条の二第二項（特殊

船舶等の出港手続）に規定する運航者をいう。以下この条において同じ。）以

外の航空運送事業者が当該運航者と共同して行う運送であつて、当該運航者の

提供する輸送サービスを使用して行うものをいう。以下この条において同じ。）

に係るものであるときは共同運送者（当該共同運送に係る運航者以外の航空運

送事業者をいう。次条において同じ。）の名称、当該予約に係る旅行業者があ

るときはその所在地並びに当該予約に係る外国旅行業者があるときはその名称

及び所在地その他参考となるべき事項 

三 令第十六条の二第三項第三号に規定する事項 携帯品番号その他参考とな

るべき事項 

四 令第十六条の二第三項第四号に規定する事項 搭乗手続番号その他参考と

なるべき事項 

 

（税関空港を出港しようとする特殊航空機に係る予約者等に関する事項の報告

者等） 

第二条の十三 法第十七条の二第二項（特殊船舶等の出港手続）に規定する財

務省令で定める者は、共同運送者とする。 

 

（特殊船舶等の出港手続における電子情報処理組織の使用の特例） 



第二条の十四 法第十七条の二第四項ただし書（特殊船舶等の出港手続）に規

定する財務省令で定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由

により電子情報処理組織を使用して同条第一項後段の規定による書面の提出又

は同条第三項の規定による報告を行うことができないことについて税関長が認

めた場合とする。 

 

（不開港に出入しようとする外国貿易機に係る予約者等に関する事項） 

第二条の二十一 令第十八条第四項各号（不開港出入の許可の申請等）に規定

する財務省令で定める事項は、次の各号に定めるものとする。 

一 令第十八条第四項第一号に規定する事項 予約者が航空運送事業者の登録

会員であるときはその会員番号及び等級その他参考となるべき事項 

二 令第十八条第四項第二号に規定する事項 予約番号、当該予約に係る航空

券の支払がクレジットカードで行われるときは当該クレジットカードの番号及

びその名義、当該予約が共同運送（運航者（法第二十条第三項（不開港への出

入）に規定する運航者をいう。以下この条において同じ。）以外の航空運送事

業者が当該運航者と共同して行う運送であつて、当該運航者の提供する輸送サ

ービスを使用して行うものをいう。以下この条において同じ。）に係るもので

あるときは共同運送者（当該共同運送に係る運航者以外の航空運送事業者をい

う。次条において同じ。）の名称、当該予約に係る旅行業者があるときはその

所在地並びに当該予約に係る外国旅行業者があるときはその名称及び所在地そ

の他参考となるべき事項 

三 令第十八条第四項第三号に規定する事項 携帯品番号その他参考となるべ

き事項 

四 令第十八条第四項第四号に規定する事項 搭乗手続番号その他参考となる

べき事項 

 

（不開港に出入しようとする外国貿易機に係る予約者等に関する事項の報告者） 

第二条の二十二 法第二十条第三項（不開港への出入）に規定する財務省令で

定める者は、共同運送者とする。 

 

（不開港に出入しようとする外国貿易機に係る予約者等に関する事項の報告に

おける電子情報処理組織の使用の特例） 

第二条の二十三 法第二十条第五項ただし書（不開港への出入）に規定する財

務省令で定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正当な理由により電

子情報処理組織を使用して同条第四項の規定による報告を行うことができない

ことについて税関長が認めた場合とする。 



 

（不開港に出入する特殊船舶等に係る旅客に関する事項等の報告を要しない場

合等） 

第二条の二十四  

５ 令第十八条の二第十項各号に規定する財務省令で定める事項は、次の各号

に定めるものとする。 

一 令第十八条の二第十項第一号に規定する事項 予約者が航空運送事業者の

登録会員であるときはその会員番号及び等級その他参考となるべき事項 

二 令第十八条の二第十項第二号に規定する事項 予約番号、当該予約に係る

航空券の支払がクレジットカードで行われるときは当該クレジットカードの番

号及びその名義、当該予約が共同運送（運航者（法第二十条の二第五項に規定

する運航者をいう。以下この条において同じ。）以外の航空運送事業者が当該

運航者と共同して行う運送であつて、当該運航者の提供する輸送サービスを使

用して行うものをいう。以下この条において同じ。）に係るものであるときは

共同運送者（当該共同運送に係る運航者以外の航空運送事業者をいう。次条に

おいて同じ。）の名称、当該予約に係る旅行業者があるときはその所在地並び

に当該予約に係る外国旅行業者があるときはその名称及び所在地その他参考と

なるべき事項 

三 令第十八条の二第十項第三号に規定する事項 携帯品番号その他参考とな

るべき事項 

四 令第十八条の二第十項第四号に規定する事項 搭乗手続番号その他参考と

なるべき事項 

 

（不開港に出入しようとする特殊航空機に係る予約者等に関する事項の報告者） 

第二条の二十五 法第二十条の二第五項（特殊船舶等の不開港への出入）に規

定する財務省令で定める者は、共同運送者とする。 

 

（特殊船舶等の不開港への入出港手続における電子情報処理組織の使用の特例） 

第二条の二十六 法第二十条の二第七項ただし書（特殊船舶等の不開港への出

入）に規定する財務省令で定める場合は、電気通信回線の故障、天災その他正

当な理由により電子情報処理組織を使用して同条第一項若しくは第六項の規定

による報告又は同条第二項若しくは第四項後段の規定による書面の提出を行う

ことができないことについて税関長が認めた場合とする。 

 


